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研究成果の概要（和文）：　新中国期における東北畑作農業の大きな変化は、①作付面積が大幅に拡大したこと
と、②従来の輪作体制は崩壊したこと、である。①については農業機械の投入により解決を図り、今日において
はドローンも投入されている。②による地力維持の面で影響は、化学肥料や農薬の投入により解決された。
　輪作体制の崩壊は、トウモロコシの作付面積の増加と連作によるものであり、トウモロコシの作付面積の増加
により小麦、大豆、甜菜、などの作物の生産量は減少した。
　中国の畜産物消費の増加による飼料需要の増加がトウモロコシ生産を増加させた一因であり、中国東北におけ
る大豆、甜菜の生産減少は、中国の植物油、砂糖の輸入増加の一因でもある。

研究成果の概要（英文）： Currently, the sown area in northeastern China has been greatly expanded 
compared to 1945, and the crop rotation system has collapsed. The problem of labor shortage due to 
the expansion of the sown area is solved by the input of agricultural machinery, and drones are also
 being deployed in recent years. The task of maintaining the soil fertility caused by crop rotation 
is solved by the injection of chemical fertilizers and pesticides.
 The reasons for the failure of the rotation system are the increased area of corn cultivation and 
continuous cropping. The increase in corn cultivation area has resulted in a reduction in soybean 
and beet cultivation area.
 Increased demand for feed due to increased consumption of livestock products in China is the main 
reason for the expansion of corn cultivation areas. The decline in soybean and beet production in 
northeastern China is the one reason of China's increase in edible oil and sugar imports.

研究分野： 地域研究
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
中国東北地域は、中国の新たな穀物倉庫としての地位を確立しており、水田のみならず畑作も発展している。こ
れまで中国東北の農業を対象とした研究には、稲作（水田）の研究が多く、畑作の場合はトウモロコシ、大豆と
いった特定の主要作物に注目した研究は蓄積されてきたが、畑作全体を1つの体系として捉えた研究はなかっ
た。本研究は畑作を1つの体系として捉え、中国東北地域における畑作農業の発展の特徴、作物構造の変化およ
びその原因、作物構造の変化がもたらした結果、などについて明らかにすることで、研究史の空白を埋めようと
した。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属されます。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 

（1）中国東北地域は、中国の新たな穀物倉庫としての地位を確立しており、水田のみならず

畑作も発展している。これまで中国東北の農業を対象とした研究には、稲作（水田）の研究が多

く、畑作の場合はトウモロコシ、大豆といった特定の主要作物に注目した研究は蓄積されてきた

が、畑作全体を 1 つの体系として捉えた研究はなかった。畑作物の間には農地をめぐる競争関

係があり、主要作物の作付面積増加の裏側には非主要作物の作付面積の減少がともなっており、

従来の土地利用・農法（無形的技術）にも変化が生じているなど、東北畑作農業は歴史的に 1 つ

の体系として形成され、変化している。そのため、畑作を 1 つの体系として捉える必要があっ

た。 

（2）東北の農業研究は、「歴史分析」と「現状分析」という形の分業状態であり、新中国の成

立から 1970 年代までの時期に関しては空白に近かった。これは、海外の研究者にとっては資

史料に対するアクセスの面で制約が大きかったためであると理解される。しかし、今は多くの資

史料が公刊されており、中国東北農業の展開を通史的に把握することができると考えた。 

２．研究の目的 

畑作農業を 1 つの体系として捉え、①土地利用・農法などの「無形的技術」、②農業機械、農

薬、化学肥料などの「有形的技術」、③農業経営体の経済行動のあり方、④政策、との相互関連

（の変化）に留意しつつ 、東北畑作農業の発展を、長期的な視角に立ち、歴史段階的（3 つの

時期：～1945 年、1945～1970 年代末、1980 年代以降）に解明する。 

３．研究の方法 

日中両国において、土地利用・農法、農業機械産業、化学肥料・ 農薬産業、農業経営体の経

済行動のあり方、政策に関する資（史）料の収集とインタビュー調査を行い、そこで得られた資

料をもとに、時期別（～1945 年、1945～1970 年代末、1980 年代以降）の土地利用・農法、農

業機械、化学肥料・農薬の供給構造、農業経営体のあり方とその経済行動のあり方、政策につい

て整理・分析し、東北畑作農業の発展を長期的な視角に立ち解明する予定であった。 

４．研究成果 

（1）見通しの誤り 

本研究は、当初、研究代表者のそれまでの「中国東北の稲作」研究の研究成果を踏まえ、中国

東北畑作の発展過程においても、「日本の農業技術」の役割は大きかったと見込んでいた。しか

し、資料収集と研究が進むにつれ、中国東北の畑作発展における「日本の農業技術」の役割は、

中国東北の稲作発展におけるそれのような鮮明なものではなかったことがわかった。 

（2）農業をめぐる状況の変化 

本研究の研究期間中に、中国においても、日本においても「スマート農業」といわれる「新し

い農業」が登場している。ドローンや高性能カメラ、赤外線センサーなどが新しい「農業機械」

として登場しており、また本研究は、東北畑作農業の発展を、歴史段階的に解明しようとしたた

め、「スマート農業」といわれる「新しい農業」の実態を把握する必要があった。そこで、スマ

ート農業は農業の本質を変えるほどの「新しい農業」なのかどうか、ドローンの「新しい農業機

械」としての役割、などに注目した論説を公表した。 

 スマート農業は、農業の本質を変えるものではない。日本においても、中国においても担い手

（熟練を含む）不足問題を解決するためにスマート農業が注目されるようになり、その一環とし

てドローンが使用されている。ドローンは主として化学肥料や農薬の散布に導入されているが、

中国東北の場合、ドローンを利用した作業受委託が広範囲で展開されており、作業受委託業者が、

従来とは異なる新たな農業の担い手として登場している。こうした新しい「農業機械」が登場し



たことにより、農家も農薬や化学肥料は、作業委託により散布するようになっており、農業経営

体の経済行動のあり方にも変化がみられる。 

（3）畑作農業の 2 つの変化 

近年の中国東北畑作農業構造（すなわち土地利用）は 1945 年以前に比べ、2 つの変化があっ

た。1 つは、地域全体として畑作農業の作付面積が大幅に拡大したことであるが、とくに北部に

おける荒地の開墾が畑作の拡大をもたらした。農法は従来労働集約的な農法だったため、労働力

の不足問題が生じるが、旧来の労働集約的な部分を農業機械や農薬（除草剤）によって代替した。 

いま 1 つは、従来の輪作体制が崩壊したことである。中国東北の畑作農業において、大豆を中

心に粟、高粱、小麦、トウモロコシ、その他の雑穀・雑豆を組入れる 3 年ないし 4 年の輪作体系

（例えば大豆―小麦―粟、大豆―高粱―粟など）が歴史的に形成されていた。戦前は豆科作物を

はさむ輪作により、かろうじて地力維持が可能であった。 

新中国期以降は、現在に至るまで粟、高粱、その他の雑穀・雑豆の作付面積は大きく減少し、

小麦の生産規模も縮小している。2006 年以降は大豆の作付面積も縮小し、トウモロコシのみが

突出して増加している。畑作農業の作物構造が顕著に変化したことにより、一部の地域でトウモ

ロコシ―大豆（豆類）の輪作を残しつつも、全体として従来の輪作体制は崩壊しトウモロコシの

連作が行われている。このように、中国東北地域における畑作の展開過程は輪作体系の崩壊過程

でもあったが、輪作崩壊による地力維持問題は速効性肥料（化学肥料）の多投や病虫害防除技術

によって、とりあえずは解決されている。このように、土地利用・農法の変化は、農業機械や化

学肥料・農薬の供給のあり方の変化をともなっていたが、本研究においては、農業機械や化学肥

料・農薬の供給構造・産業発展のプロセスは究明できておらず、今後の課題としたい。 

 作物構造が顕著に変化し始めるのは、1980 年代以降である。計画経済期の中国における農業

の最も大きな目標は「食糧の増産」だった。土地利用においても、比較的に良好な土地は基本的

に食糧作物の栽培に利用され、甜菜のような非食糧作物は比較的に劣っている土地で栽培され

た。70 年代末からの農業制度改革にともない「農業経営体としての農家」が形成され、生産所

得の高い作物が選択されるようになった。これ以降、土地をめぐる作物間競争は激しくなった。 

近年は大規模農業経営体が出現し、機械化による農業の効率化をめざしており、ここ数年はド

ローンも導入されている。黒竜江省の畑作においては、甜菜や葉たばこ、野菜などの経済作物の

作付面積も減少しており、トウモロコシのみが増加している。その背景にはトウモロコシの機械

化水準や生産所得が高い点が指摘されるが、両方とも 2000 年代以降実施された農業補助金制度

とも関連している。2015 年秋以降、中国ではトウモロコシの国内生産増・輸入増・在庫増が同

時進行するトウモロコシの過剰が問題になり、トウモロコシ政策が見直された。本研究の研究期

間においては、トウモロコシの作付面積の減少と大豆・雑豆の作付面積の増加の傾向がみられた。 

（4）作物構造の変化の要因 

 作物構造・農地利用のあり方に大きな変化を及ぼす要因として、中国における畜産物の消費の

増加も指摘する必要がある。一国の経済発展にともない、国民の生活が豊かになるにつれ、畜産

物の消費も増加する。1980 年代以降、中国においては、肉類（とりわけ豚肉）、卵類、ミルク類

の消費が増加しており、それにともなう飼料の需要も増加している。主要な飼料穀物としてトウ

モロコシと大豆があげられるが、中国の場合、トウモロコシは国内産、大豆は輸入に頼っている。

東北で生産されるトウモロコシは、地理的に西南に位置する四川省の養豚業においても飼料と

して使用されるなど、中国全土における畜産業の発展は、中国東北における畑作の作物構造・土

地利用の変動の 1 つの要因であることが明らかになった。 

（5）作物構造の変化の影響 



中国東北の畑作農業の作物構造・農地利用のあり方（の変化）は、世界にも影響を及ぼしてい

る。中国では、経済発展とともに食生活の高度化が進んでおり、植物油や砂糖の消費も増加して

いる。一方で、大豆（植物油）と甜菜（砂糖）の主産地だった黒竜江省では、その作付面積・生

産量を減らしている（ただし、上記のように、大豆の作付面積は 2016 年から増加傾向）。黒竜

江省における大豆の作付面積・生産量の減少は、中国の植物油（大豆、パーム油）の輸入を増や

す要因の 1 つでもある。中国の植物油の輸入増は、ブラジルの大豆生産やマレーシア・インドネ

シアのパーム油の生産にプラスの影響を与えた。 
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